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事 業 の 概 要  

１  事 業 者  
住 所  川 崎 市 宮 前 区 土 橋 二 丁 目 ６ 番 地 １ ７  
氏 名  株 式 会 社  成 建   代 表 取 締 役  浅 川  聡  
 

２  設 計 者  
  住 所  川 崎 市 宮 前 区 土 橋 二 丁 目 １ 番 地 ３ １  

氏 名  有 限 会 社  カ ズ 企 画 設 計   小 島  一 浩  
 

３  工 事 施 工 者  
  住 所  川 崎 市 宮 前 区 土 橋 二 丁 目 ６ 番 地 １ ７  
  氏 名  株 式 会 社  成 建   代 表 取 締 役  浅 川  聡  
 

４  事 業 計 画 の 名 称  
（ 仮 称 ） 子 母 口 １ ５ ８ 番 ５ 棟  宅 地 開 発 工 事  

 

５  事 業 区 域 の 位 置  
  川崎市高津区子母口字根方１５８番４ほか１３筆 
 

６  地 域 地 区  
準 住 居 地 域    （ 建 ぺ い 率 6 0 %容 積 率 2 0 0 % 第 3 種 高 度 地 区 ） 
第 一 種 低 層 住 居 専 用 地 域（ 〃 5 0 %  〃 1 0 0 %  第 1 種 高 度 地 区 ） 
第 一 種 住 居 地 域     （ 〃 6 0 %  〃 2 0 0 %  第 3 種 高 度 地 区 ） 

 

７  建 築 物 の 用 途  一 戸 建 の 住 宅  
 

８  構 造 及 び 階 数  木 造 ・ 地 上 ２ 階  
 

９  建 築 物 の 高 さ  １ ０ メ ー ト ル 以 下  
 

1 0  事 業 区 域 面 積  １ ，０８１．９３平方メートル 
 

11  計 画 戸 数    ５ 戸  
 

1 2  予 定 工 期     平 成 ２ ６ 年 ７ 月 中 旬 ～ 平 成 ２ ６ 年 １ １ 月 下 旬  

 



 

総合調整条例の手続きの経過 

 
 

平 成 ２ ６ 年 ５ 月 １ ６ 日  事 前 届 出 書 受 理  
 

平 成 ２ ６ 年 ５ 月 ２ ０ 日  事 業 概 要 書 受 理  
 

平 成 ２ ６ 年 ５ 月 ２ ９ 日  標 識 設 置 届 受 理  
 

平 成 ２ ６ 年 ６ 月 １ ６ 日  説 明 報 告 書 受 理  
 

平 成 ２ ６ 年 ６ 月 １ ６ 日  協 議 書 受 理  
 

平 成 ２ ６ 年 ６ 月 ３ ０ 日  近 隣 関 係 住 民 か ら 「 意 見 書 」 受 領 （ １ 通 ） 
 

平 成 ２ ６ 年 ８ 月  ４ 日  見 解 書 受 理  
 

平 成 ２ ６ 年 ８ 月  ８ 日  承 認 申 請 書 受 理  
 

平 成 ２ ６ 年 ８ 月 １ ８ 日  承 認 通 知 書 交 付  
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案 内 図
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市道 子母口４６号線（建築基準法第４２条第２項道路） 

①  隣接事業着手前 ①  隣接事業完了後 

８ 

②  隣接事業着手前 ②  隣接事業完了後 



 

事 業 の 概 要 （ 隣 接 完 了 事 業 ）  

１  事 業 者  
住 所  川 崎 市 宮 前 区 土 橋 二 丁 目 ６ 番 地 １ ７  
氏 名  株 式 会 社  成 建   代 表 取 締 役  田 畑  誠  
 

２  設 計 者  
  住 所  川 崎 市 宮 前 区 土 橋 二 丁 目 １ 番 地 ３ １  

氏 名  有 限 会 社  カ ズ 企 画 設 計   小 島  一 浩  
 

３  工 事 施 工 者  
  住 所  川 崎 市 宮 前 区 土 橋 二 丁 目 ６ 番 地 １ ７  
  氏 名  株 式 会 社  成 建   代 表 取 締 役  田 畑  誠  
 

４  事 業 計 画 の 名 称  
（ 仮 称 ） 子 母 口 １ ５ ８ 番 ２ １ 棟  宅 地 開 発 工 事  

 

５  事 業 区 域 の 位 置  
  川崎市高津区子母口字根方１５８番１ほか８筆の一部 
 

６  地 域 地 区  
準 住 居 地 域    （ 建 ぺ い 率 6 0 %容 積 率 2 0 0 % 第 3 種 高 度 地 区 ） 
第 一 種 低 層 住 居 専 用 地 域（ 〃 5 0 %  〃 1 0 0 %  第 1 種 高 度 地 区 ） 

 

７  建 築 物 の 用 途  一 戸 建 の 住 宅  
 

８  構 造 及 び 階 数  木 造 ・ 地 上 ２ 階  
 

９  建 築 物 の 高 さ  １ ０ メ ー ト ル 以 下  
 

1 0  事 業 区 域 面 積  ２ ，９２１．４２平方メートル 
 

11  計 画 戸 数    ２ １ 戸  
 
 
 

 



９ 

開発行為および建築行為の経過（隣接完了事業） 

【 開 発 行 為 】  
平 成 ２ ４ 年 １ ２ 月  ５ 日  新 規 許 可 申 請  
平 成 ２ ４ 年 １ ２ 月 １ ４ 日  許 可  
平 成 ２ ５ 年  １ 月 ３ １ 日  変 更 許 可 申 請  
平 成 ２ ５ 年  ２ 月  ４ 日  許 可  
平 成 ２ ５ 年  ４ 月  ３ 日  変 更 許 可 申 請  
平 成 ２ ５ 年  ４ 月 １ ０ 日  許 可  
平 成 ２ ５ 年  ４ 月 １ １ 日  工 事 着 手  
平 成 ２ ５ 年  ７ 月  １ 日  工 事 完 了 （ 第 1 工 区 ）  
平 成 ２ ５ 年  ７ 月 １ ８ 日  検 査 済 証 交 付 （ 第 1 工 区 ）  
平 成 ２ ５ 年  ７ 月 １ ８ 日  完 了 公 告 （ 第 １ 工 区 ）  
平 成 ２ ５ 年  ９ 月  ２ 日  工 事 完 了 （ 第 ２ 工 区 ）  
平 成 ２ ５ 年  ９ 月 １ ９ 日  検 査 済 証 交 付 （ 第 ２ 工 区 ）  
平 成 ２ ５ 年  ９ 月 １ ９ 日  完 了 公 告 （ 第 ２ 工 区 ）  
平 成 ２ ５ 年 １ ０ 月 １ ０ 日  工 事 完 了 （ 第 ３ 工 区 ）  
平 成 ２ ５ 年 １ ０ 月 ２ ８ 日  検 査 済 証 交 付 （ 第 ３ 工 区 ）  
平 成 ２ ５ 年 １ ０ 月 ２ ８ 日  完 了 公 告 （ 第 ３ 工 区 ）  
 
【 建 築 行 為 】  確 認 済 証 交 付     検 査 済 証 交 付  
1 号 棟  平 成 2 5 年  4 月 2 5 日  平 成 26 年 1 月 1 7 日  

2 号 棟  平 成 2 5 年  7 月 2 9 日  平 成 26 年 1 月 2 7 日  

3 号 棟  平 成 2 5 年  7 月 2 9 日  平 成 26 年 1 月 2 7 日  

4 号 棟  平 成 2 5 年  7 月 2 9 日  平 成 26 年 1 月 3 1 日  

5 号 棟  平 成 2 5 年  7 月 2 2 日  平 成 26 年 1 月 3 1 日  

6 号 棟  平 成 2 5 年 1 0 月 3 1 日  平 成 26 年 3 月 1 9 日  

7 号 棟  平 成 2 5 年 1 1 月  5 日  平 成 26 年 3 月 1 9 日  

8 号 棟  平 成 2 5 年 1 0 月 3 1 日  平 成 26 年 5 月 1 2 日  

9 号 棟  平 成 2 5 年 1 0 月 3 1 日  平 成 26 年 5 月 1 2 日  

1 0 号 棟  平 成 2 5 年 1 0 月 3 1 日  平 成 26 年 5 月 1 2 日  

1 1 号 棟  平 成 2 5 年 1 0 月 3 1 日  平 成 26 年 5 月 1 2 日  

1 2 号 棟  平 成 2 5 年  6 月  5 日  平 成 26 年 5 月 1 2 日  

1 3 号 棟  平 成 2 5 年  6 月  5 日  平 成 26 年 5 月 1 2 日  

1 4 号 棟  平 成 2 5 年  6 月  5 日  平 成 26 年 5 月 1 2 日  

1 5 号 棟  平 成 2 5 年  6 月  5 日   平 成 26 年 1 月 1 7 日  

1 6 号 棟  平 成 2 5 年  7 月 2 2 日  平 成 26 年 2 月  7 日  

1 7 号 棟  平 成 2 5 年  9 月 2 6 日  平 成 26 年 3 月 3 1 日  

1 8 号 棟  平 成 2 5 年  9 月 2 6 日  平 成 26 年 5 月 1 2 日  

1 9 号 棟  平 成 2 5 年  9 月 2 6 日  平 成 26 年 5 月 1 2 日  

2 0 号 棟  平 成 2 5 年  9 月 2 6 日  平 成 26 年 5 月 1 2 日  

2 1 号 棟  平 成 2 5 年  9 月 2 6 日  平 成 26 年 5 月 1 2 日  



「開発行為等の区域」の設定基準 
 

１５川ま開第６０１号  

平成１６年４月１日  

ま ち づ く り 局 長  

改正 ２２川ま情第１８６９号  

平成２２年１１月２９日  

ま ち づ く り 局 長  

 

都市計画法に基づく開発許可制度は、公共施設等の整備を義務付け、良質な宅地水準を確保すること

により、都市のスプロール化の防止を目的としています。しかし近年、事業者が意図的に未利用地を設

け、その土地を開発行為等の区域から除外し、許可を要しない規模の開発行為等を連続して行い、結果

として一体的な土地利用を行なうなど、許可制度の趣旨と異なった宅地開発がみうけられます。 

このため、複数の開発行為等が隣接して行なわれる場合で、次に示す「開発行為等の区域」設定基準

に該当する場合は、複数の「開発行為等の区域」を一つの区域として扱い、全体の区域で開発許可が必

要となります。 

 

☆ 

「開発行為等の区域」とは、 

 土地利用を予定している区域とその計画を行うために不可分となる造成、区画の変更等を行う区域を

合わせたものとします。 

 

複数の「開発行為等の区域」が隣接している場合、これらを一つの区域として取り扱います。

ただし、隣接する複数の開発行為等がそれぞれ別の行為である場合又は隣接する開発行為等が完

了している場合はこの限りではありません。 

 
１ 「開発行為等」とは次の行為を指します。 

(１) 都市計画法第２９条の規定による開発行為 

(２) 宅地造成等規制法第８条の規定による宅地造成 

(３) 建築基準法第４２条第１項第５号の規定による道路の位置の指定 

(４) 建築基準法第６条及び第６条の２の規定による建築確認（ただし、従前に建築物の敷地であった区域

において、区画形質の変更がない場合を除く。） 

※建築確認には、川崎市建築基準条例第６条第２項による許可を含む。 

 

２ 「隣接」とは次のいずれかに該当する場合を指します。 

(１) 複数の「開発行為等の区域」が接している場合。 

(２) 複数の「開発行為等の区域」が離れている場合、「開発行為等の区域」と「間に挟まれている土地」

の土地所有者が１年以内において同一の場合。 

 

３ 「隣接する複数の開発行為等がそれぞれ別の行為である場合」とは、次のいずれにも該当しないことと

します。 

(１) 申請者又は建築主が同一である。 

個人又は法人の代表者が同じ場合を指します。 



(２) 土地所有者が同一である。 

最新の土地登記簿謄本により確認します。 

(３) 不可分な土地利用を図る計画である。 

複数の開発行為等が、公共施設又は公益施設等を共用することを指します。 

(４) 不可分な造成を行う計画である。 

複数の開発行為等で行う造成が、各々で完結していない場合を指します。 

 

４ 「隣接する開発行為等が完了している場合」とは、次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「建築物が建築されている場合」とは、建築物に検査済証が交付されている場合又は建築物が登記されている 

場合を指します。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この取扱いは、平成１６年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この取扱いの施行の日前に開発行為等の申請のあったものについては、この取扱いは適用しない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この取扱いは、平成２２年１２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この取扱いの施行の日前に開発行為等の申請のあったものについては、この取扱いは適用しない。 

 

 

 

 

開発行為等

の種類 
完了している場合 

都市計画法

に基づく開

発行為 

開発行為の完了公告の日から起算して１年が経過した場合。ただし、次のいずれにも該当

する場合は完了しているとみなす。 

１ 開発区域内全ての予定建築物の検査済証が交付されている場合 

２ 道路が新設される開発行為にあっては、開発区域外も含めた新設道路に接する全ての

土地（既に建築物が建築されている土地において、同完了公告後、当該建築物の敷地が

分割された場合は、それらのうち新設道路に接するものを含む。）において建築物が建

築されている場合 

宅地造成等

規制法に基

づく宅地造

成工事 

宅地造成に関する工事の検査済証の交付の日から起算して１年が経過した場合。ただし、

区域内全ての建築物の検査済証が交付された場合は完了しているとみなす。 

建築基準法

に基づく道

路の位置の

指定 

道路の位置の指定の公告の日から起算して１年が経過した場合。ただし、新設道路に接す

る全ての土地（既に建築物が建築されている土地において、同公告後、当該建築物の敷地

が分割された場合は、それらのうち新設道路に接するものを含む。）において建築物が建

築されている場合は完了しているとみなす。 

建築基準法

に基づく建

築確認 

建築物の検査済証が交付された場合 

１０ 



陳情項目および事業者の見解 

 

 

 

 

１１ 

陳情項目 事業者の見解 

既に第 1 期工事が完了している現

在、今回の工事で 3,000 平方メートル

以上の開発に課される整備要件の全

てを満たすことは困難かもしれませ

ん。せめて公園、道路、雨水に関する

3 要件につき本来の整備水準に少しで

も近づかせる改善がなされるよう、指

導をお願いします。 

 

 

 

 当社の資金的な面を考え、先の２１

棟を計画いたしました。販売計画が順

調に進み資金回収の目途が立った為、

本５棟開発工事を計画させていただき

ました。 

 なお、公園・道路・雨水の設備につ

いての改善とありますが、本５棟開発

工事については、許可基準に基づき計

画させて頂きます。 

 

 

（株）成建による今回の分割開発は

先に触れた開発許可逃れのための分

割開発と、その脱法的手法においてな

んら変わるところがありません。市内

の戸建て建設のトップを占めるとい

われる同社のこのような分割開発を

黙認すれば、本来行われるはずの都市

インフラ整備がなされないまま、いび

つな開発が進行してしまいます。 

開発面積による規制要件の違いを

利用した分割開発についても、これを

実効的に抑える制度、規制の改正、新

設などの検討をお願いします。 
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土地利用計画図

雨水浸透阻害行為における土地利用の比較図

土地利用現況図
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阻害あり→あり

27.14m2
C
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:造成協力地

土地利用比較図

994.39m2+12.39m2-27.14m2=979.64m2

宅地

宅地

宅地

法面

法面

締固められて
いない土地

締固められて
いない土地

資料

土地利用区分
凡例 記号 計画土地利用区分 再確認後

A 締め固められていない土地  宅地

B 運動場その他これに類する施設  宅地

C 運動場その他これに類する施設  人工的に造成され植生に覆われた法面

D 締め固められていない土地  締め固められていない土地 12


